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はじめに

　2021年10月13日、朝日新聞に「不登校と自殺

者が過去最多に：小中学生、コロナ禍の不調が

浮き彫りに」という記事が掲載された。また、

同時期の2021年10月21日、中国新聞に「不登校

過去最多：背景もっと深掘りせよ」という社説

が掲載された。これらの記事では、「本人の無気

力・不安」が不登校の主な要因とする文部科学

省（2021）調査が引用され、①文部科学省の担

当者は学校へ登校する意欲が低下しているので

はないかと指摘していることや、②複合的な事

情が絡み合い、学校現場の努力だけでは限界が

あることが伝えられた。

　その約 1年後の2022年10月28日、中国新聞に

「小中不登校　最多24万人：文部科学省調査」が

一面に掲載された。調査によると、「無気力・不

安」が不登校理由の約半数（49.7％）であり、

前年と同様に、学校へ登校する意欲の低下が示

された。子どもの数は41年連続で減少している

にもかかわらず（総務省統計局、2022）、意欲低

下による不登校は過去最多を更新という現状が

続いている。この見過ごせない現状はいつまで

続くのだろうか。24万人の子どもたちのために

も、現状の背景を深掘りして、新聞に「小中不

登校減少傾向に：子どもの意欲向上」という記

事が掲載されるための議論が必要と考える。

　この意欲とは、一般的には「積極的に何かを

しようとする気持ち」（『広辞苑第七版』）と説明

され、分析的には「○○を成し遂げよう」とい

う意志と、「○○したい」という欲求が複合した

意味をもつと紹介されている（鹿毛、2013；河

合、1985；中 沢、1976；奈 須、1985；坂 野、

1976）。ただし、この意欲という単語はあくまで

日常用語であり（鹿毛、2013；下山、1980；上

淵、2019）、『最新　心理学事典』では学習意欲

（motivation for learning）と紹介されている（速

水、2013；桐木、2013）。

　ところで、学習意欲の理論枠組みの中に、「あ

る行動をすれば特定の結果が生じる」という知

覚を指す随伴性認知という現象があり、この対

現象として、「どうせ行動しても無駄だ」と無力

感に陥ることを学習性無力感（learned helpless-

ness）と呼んでいる（鹿毛、2013；Peterson, 

Maier, & Seligman、1993/2000；Seligman、

1975；上淵、2019）。学習性無力感の提唱者

Seligmanは、少年時代に第二次世界大戦の悲惨

さを目撃し、学習性無力感やうつ病、統合失調

症等の「心の病」に対して、病症を和らげる方

法の修得に力を注いだ（Csikszentmihalyi & 

Nakamura、2011/2021；Seligman、2002/

2021）。学習性無力感に関する人間への実験研究

の結果、コントロール不可能な事象は、後の課
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題解決場面で確実に障害を引き起こし、人間の

情動、攻撃性、そして生理学的反応に変化をも

たらすということ、無力感を生じている他者を

観察することによって自身にも無力感が生じ、

集団全体としての無力感にもつながることが明

らかになっている（Peterson et al.、1993）。

　児童は、日中の大半を学級という集団の場で

生活している。無力感が他者・集団へと拡がる

という上記の実験研究を踏まえると、学級のな

かに「どうせ行動しても無駄だ」と無力感に

陥ってしまった児童がいた場合、この児童を周

りの児童が観察することによって、周りの児童

にも無力感が生じ、最終的には学級という集団

全体にも無力感が拡がることにつながりかねな

い。児童が無力感に陥ることを防止するととも

に、その無力感が他者・集団へと拡がることを

防止するという側面からも、学習意欲をテーマ

とする研究を進めることは教育的に重要である

と考えられる。

　そこで、本研究では、児童期の学習意欲に関

する教育課題を検討することを目的とする。具

体的には、第一に、時代の流れや発達的変化か

らみる児童の学習意欲について述べる。第二に、

現代を生きる児童の学習意欲の実態とその多角

的な背景について述べる。これらを踏まえて、

児童間で無力感が拡がる負の連鎖を防止し、潜

在的・内発的な学習意欲が顕在化するような学

級集団を形成するために、期待される学級経営

の機能とは何か、学級経営学研究の方向性とは

何かを考察する。

1 　時代の流れや発達的変化からみる児童

の学習意欲

　我が国における児童の学習意欲の問題は、

1960年代から継続的に取り扱われている。城丸

（1962）は、都市部のみならず農村や山村の小学

校にまで、私的消費生活に埋没させるような教

育や自由競争の激化による社会的差別が生じ、

学習意欲を失った子どもたちが、大量に不良化

しつつあると指摘している。その後、1970年代

から1980年代には、学力偏差値の向上を目指し

た受験戦争や根性論によるスパルタ教育によっ

て、子どもが三無主義（無気力・無関心・無感

情）に陥っているという指摘もなされている

（藤原、1980）。また、1990年代も、生まれつき、

絶望と孤独を抱えた無気力な子どもはいない

（奈須、1996）としながら、小学生の不登校児の

30％程度は無気力型に属していることが明らか

になり、世間から注目を浴びていた（桜井、

1997）。

　そして、2000年代以降も多くの研究者が子ど

もの学習意欲の衰退および無気力の問題を取り

扱い、研究成果を基に、評価方法を吟味したり、

授業実践を提案したりして、児童の学習意欲を

育むための工夫が議論されている（市川、2004、

2013；伊藤、2007；鹿毛、2007、2013；奈須、

2002）。毎年実施されている文部科学省の調査に

よると、不登校理由の約半数が「無気力・不安」

であり、1990年代の30％程度と比べて、その割

合は増加している。時代によって児童の学習意

欲の衰退の原因は様々であるが、このような指

摘や議論が半世紀以上も続き、現在も話題に

なっていることから、児童の学習意欲の衰退は、

我が国が直面し続けている教育課題の 1つとし

て挙げられるだろう。また、前述の学習性無力

感の知見（Peterson et al.、1993）や、他者の表

情等を無意識のうちに擬態して同調し、その結

果として感情的に一致する傾向性を指す感情伝

染 の 知 見（Hatfield, Cacioppo, & Rapson、

1992；鹿毛、2013）を踏まえるならば、児童の

無力感は世代間連鎖（久保田、2010；中板、

2021；打田、2012）を引き起こしている可能性
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も考えられる。

　では、児童の学習意欲は発達とともに、どの

ように変化しているのだろうか。就学前、つま

り、乳幼児は何かを成し遂げようとする意欲や、

知りたい・わかりたい・できたいという知的探

求への意欲があふれている（奈須、1996）。しか

しながら、就学後はこの状況が一変し、最も敏

感な子どもはゴールデン・ウィーク明けから、

多くの子どもは 2学期の半ばくらいから、学習

意欲が減退し、その減退する比率と程度は学年

が進むにつれて上昇し続ける（伊藤、2008；奈

須、1996；上原、2018）。奈須（1996）は、「ね

ばならない」という修業形式と通信簿による観

点別評価がその原因であるとしている。また、

自己批判的な視点が強くなり、友人関係や親子

関係などの人間関係の問題が生じて、学習意欲

に影響を及ぼすといわれている（上原、2018）。

一方で、興味のある情報を収集しようとする知

的好奇心や、少し難しい問題への挑戦といった

内発的な学習意欲は小学 5年生から 6年生にか

けて劇的に増加することで、学習意欲の全体的

減少は免れるという知見（桜井、1997；桜井・

高野、1985）や、未来を意識した自己実現のた

めの学習意欲は小学校高学年から徐々に働くよ

うになるという知見（櫻井、2017）がある。こ

れらから、児童の学習意欲は、学年が進むにつ

れて減少傾向を示すが、学習意欲の捉え方・分

類方法によっては発達の特徴が異なることが明

らかにされている。

2 　現代を生きる児童の学習意欲の実態と

その多角的背景

　続いて、現代を生きる児童の学習意欲が衰退

する背景には何があるのだろうか。ここでは、

現代社会が直面する課題や社会構造の変化を紐

解いていく。直面する課題の 1つとして、冒頭

の新聞記事で伝えられたように、新型コロナウ

イルス（COVID-19）感染症の流行により人との

接触が制限され、学校が臨時休校になったり、

再開後も感染症対策を講じた学級生活を送らざ

るを得なくなったりする現状が続いている。生

物学的にみても、日本人は他国（白人）と比べ

て不安やストレスに弱い体質である（村上、

2012）。100年に一度ともいわれるパンデミック

のなかで、国民全体の不安やストレスが児童ら

に伝染していることが推察される。

　また、児童を取り巻く社会構造の変化として

は、第一に、約30年前から続く核家族化と少子

化の問題（小泉、1993；上杉、1997）が深刻化

して、現在進行形で人口構造が急変しているこ

とが挙げられる（国土交通省、2020）。それによ

り、家庭や地域社会では、同年齢・異年齢の交

流が希薄化し、きょうだいや仲間と直接関わり

合う生活スタイルから単独で部屋に閉じこもる

生活スタイルに変化した（榎沢、2016；深谷、

1996、2000、2007；浜崎、1995；石川、2008）。

都市型・成熟型の産業社会になると地域コミュ

ニティが崩壊し（門脇、1999；貝塚、2012）、子

どもの群れ遊びが解体され、子どもと自然との

触れあいが減少し、地域社会において子どもの

群れが見られなくなった（榎沢、2016；深谷、

2007；浜崎、1995；中川、2010）。生活環境の急

激な変化に伴って、子どもは孤立に慣れ、直接

対面での仲間とつながりたいという繋合希求性

の希薄化や、誰かの役に立ちたいという自己有

用感の低下が指摘されている（青井、2013；深

谷、1996；鯨岡、1998、2006；戸田、2016）。

　第二に、技術革新が進展し、IoT（Internet of 

Things）や AI（人工知能）が導入されることに

よって、人と人が直接やり取りしなくても物事

が最適な状態で進んでいく便利で豊かな社会が

予測されている（国土交通省、2020；教育再生
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実行会議、2019；内閣府、2018；中谷、2018；

Society5.0に向けた人材育成に係る大臣懇親会、

2018）。そのため、AI等によって代替できない、

人間の強みをより一層自覚し、新たな価値を創

造するような社会が目指されることになる。し

かしながら、技術革新によって、ソーシャル・

ネットワーク・サービスを含む電子メディアの

世界に没頭する小学生は少なくない。内閣府

（2019）の調査では、小学生の大半が電子メディ

アを娯楽目的で利用し、利用時間は学年が上が

るにつれて増加することが示されている。また、

電子メディア利用率や利用時間は、年々増加す

る傾向にあり（内閣府、2019）、インターネット

に依存傾向のある子どもは15％程度存在してい

る（津田・木村・水野、2015）。電子メディアの

長時間利用により、衝動をコントロールするこ

とが困難になること（森、2015）や、直接対面

して会話をする機会が減少し、相互の意思疎通

や価値観が異なる他者とのネットワーク構築が

困難になること（土井、2016；上野、2013）も

報告されている。電子メディア社会の到来によ

り、自ら進んで活動するという本来の子どもら

しさの喪失が危惧されている（深谷、2000）。

　第三に、地球温暖化による気候変動や巨大地

震のリスク等の自然環境の問題にも直面し（国

土交通省、2020）、変動性かつ不確実性があり、

複雑で、曖昧さのある予測困難な時代が到来し

ている（教育再生実行会議、2021）。現在、毎年

のように、全国各地で甚大な自然災害が多発し

ているため、我が国は災害大国と呼ばれている

（片田、2016）。東日本大震災での小学生の被害

状況調査を実施した筒井（2011）は、被災直後

には小学生自身が不安や退行、イライラ、集中

困難などのストレスを抱えると同時に、保護者

の強いストレスが小学生にも影響を与えると報

告している。こうした自然災害は、自然の力に

よって生活環境が破壊される経験、尚且つ自分

のコントロール感を喪失する経験であり、無力

感や不安感につながるとされている（佐野・糟

谷、2013；米山・竹内、2019）。このコントロー

ル感の喪失を中核としたストレス反応の形成過

程に関して、米山・竹内（2019）は学習性無力

感ないし学習性絶望の形成過程と共通すると述

べている。さらに、被災から時間が経過しても、

小学生らは地域社会の崩壊や転居、生活の不便

さ等の二次的ストレッサーを日常的に経験して

いる（三浦・三浦・岡安、2018）。加えて、一

般論としても、未来を見通せない場合、人間は

行動を調整することや未来指向の展望を描くこ

とが困難であるとともに、精神的健康の維持も

困難であるとされている（日潟・齊藤、2007）。

　以上から、現代を生きるということは、感染

症の流行によって目に見えないものに対する不

安やストレスを抱えながら、生活環境の急激な

変化によって孤立に慣れるとともに、技術革新

の進展によって本来の子どもらしさの喪失が危

惧されるなかで、自然環境の問題によって予測

困難な時代と向き合うということを指す。こう

した背景が多層的・複合的に絡み合い、児童の

学習意欲が衰退しやすく、不安やストレス、無

力感を抱えやすくなったということは十分に考

えられる。そうであるならば、児童の学習意欲

が衰退しやすく、不安やストレス、無力感を抱

えやすいという教育課題は、児童の努力不足や

能力欠如によって説明できないはずである。

3 　学級経営学研究の方向性

　本研究の目的は、児童期の学習意欲に関する

教育課題の検討を踏まえて、学級経営学研究の

方向性を考察することであった。児童の無力感

や無力感の拡がりを防止するという側面からも、

学習意欲をテーマとする研究を進めることは重
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要とされる。本研究をまとめると、我が国にお

いて児童の学習意欲の衰退は、半世紀以上も直

面し続けている教育課題であることが示唆され

た。また、児童の学習意欲は捉え方・分類方法

によって発達の特徴が異なるものの、概ね学年

が進むにつれて減少傾向となることが示唆され

た。そして、社会構造や時代の変化に巻き込ま

れ、現代を生きる児童は、不安やストレス、無

力感を抱えやすくなったことが示唆された。本

研究を通して、冒頭記事で示した「複合的な事

情の絡み合い」を解きほぐし、現代を生きる児

童の学習意欲の実態を追究したことは、教育的

に意義があると考える。また、児童の学習意欲

に関する教育課題は、学校現場の努力だけでは

限界があることに加えて、児童の努力不足や能

力欠如によって説明できないのではないかとい

うことが改めて提起された。

　そうであるならば、研究的な立場から何らか

の打開策を講じることはできないだろうか。例

え感染症の流行によって人と人との接触が制限

される状況や、社会構造の変化によって仲間と

の直接的なつながりやネットワーク構築が困難

な状況があったとしても、児童が学習意欲を顕

在化させるような学級生活での経験・活動とは

何かを検討する必要があると考える。つまり、

冒頭で示したように、学級生活やそこでの経

験・活動を研究対象とする学級経営学研究の進

展が今後の課題として挙げられるのではないだ

ろうか。

　ここで、児童が直面する学習意欲に関する教

育課題の解決に向けて、学級経営とは何か、期

待される学級経営の機能とは何かを述べる。我

が国において学級経営は、「学級を教育的に望ま

しい集団へと質的に発展させるとともに、年間

を見通して、意図的・計画的に個と個が関わり

合い、励まし合う機会を提供することによって、

集団内部に自己指導力を備えた段階を目指すこ

と」（森下、2019）と示されている。意図的・計

画的な学級経営によって学級が成熟し、学習・

生活集団としての機能を十分に果たすようにな

る場合もあるが、反対に、学級崩壊と呼ばれ、

学級の機能が不全に陥る場合もある（淵上、

2013；松浦、1999）。中谷（2007）は、級友の学

びを支え合う雰囲気を「学ぶ学級の空気」と称

し、この「空気」が学級生活の各場面での児童

らの行動を暗黙のうちに規定すると述べている。

この「空気」は、「居心地のよい空間」とも称さ

れ、児童の学習意欲の前提条件であるとされる

（鹿毛、2013）。児童の学習意欲の基盤として、

「学ぶ学級の空気」や「居心地のよい空間」と

いった教室環境を醸成する学級経営が重要であ

ることがうかがえる。

　このように学級経営の重要性が示されている

ものの、学級経営学研究については、教育学・

心理学関連の幅広い分野において実証的に検討

されることが少なく（Evertson & Weinstein、

2006）、2000年代では今後の課題と示されていた

（中谷、2007）。この課題は2020年代となった現

在も解決に至っておらず、学級経営学に関する

研究は学術誌に公表された論文数が少ない上に、

学級経営には多種多様な構造が含まれているた

め、理論化や一般化が難しく、現在の学級経営

論は個々の教師の文化論に過ぎないとも指摘さ

れている（阿部、2019；赤坂、2019）。

　そのため、学級経営学研究の今後の方向性を

示すために、ここで概念的枠組みと方法論を提

案したい。概念的枠組みの 1つとして、近年、

エンゲージメントに注目が集まっている。海外

において学級経営とは「教室の秩序や相互作用

を確立・維持し、児童のエンゲージメントや社

会的・情緒的成長を促進する環境を調整するこ

と」と概ね定義される（Burden、2010；Emmer 



広島文教教育　37巻

─　　─124

& Sabornie、2014；Evertson、2003；Weinstein 

& Romano、2015）。学級経営の定義に含まれる

エンゲージメントは、端的には「課題への積極

的な関与」という意味がある（Christenson, 

Reschly, & Wylie、2012；Fredricks, Blumenfeld, 

& Paris、2004；鹿毛、2013）。鹿毛（2013）は、

学習意欲を「学習活動に対するエンゲージメン

ト状態」であるとしている。また、2004年、

TED Conferenceで Seligmanは、人の強みや長

所などを伸ばすポジティブな側面からの学術研

究を進展させる必要性を主張し、幸福（Well-

Being）の構成要素であり、夢中を追究するこ

とをエンゲージメントと称した。鹿毛（2013）

や Lawson & Lawson（2013）、Skinner（2016）

から、教室環境において多彩なエンゲージメン

トが共鳴し合うような経験・活動の蓄積は、児

童の学びに対するポジティブな態度・信念・姿

勢の形成、加えて児童の発達への好ましい影響

につながることが推察されている。加えて、エ

ンゲージメントは観察やインタビューによって

検証が可能という知見もある（Christenson et 

al.、2012）。児童期におけるエンゲージメント研

究が蓄積されていない我が国の現状（若松・若

松、2021）を鑑みると、エンゲージメントの概

念に依拠した研究の蓄積によって、赤坂（2019）

らが指摘する学級経営学の理論化や一般化に貢

献することが望まれる。

　学級経営学の理論化や一般化に向けた方法論

の 1つとしては、学級生活での経験・活動に関

して、研究者の主観・主体的解釈を積極的に活

用し、観察やインタビューから言語記録を作成

し、分析する研究（大谷、2019）が必要ではな

いだろうか。それは、研究者には、エンゲージ

メントのような確かな概念に依拠しながら、意

図的・計画的な学級経営によって学級が成熟し、

学習・生活集団として機能する様相を、児童ら

の姿を通じて言語化していく役割があると考え

るからである。そして、本研究で示したように、

児童の学習意欲に関する教育課題を的確に捉え

た上で、教育実践、特に学級経営の意味や意義

をいかに言語化するかに関する議論を展開する

には、大谷（2019）の手順が参考になる。まず、

研究者がフィールドで十分な時間を過ごし、学

級生活での経験を、研究として「問う」ことが

重要とされている。次に、その問いを学級生活

のなかで「検証」することが重要とされている。

ただし、教育実践や授業の場における観察やイ

ンタビューで何を見るか、何を聞くかは、研究

者の主観・主体的解釈を含む研究的関心に依拠

しているとされる。

　本研究を通して、学級経営学研究の方向性を

考察したことには学術的意義が認められる。今

後の研究の方向性としては、例えば、大谷

（2019）の手順に沿って、学級が成熟し、学習・

生活集団として機能する様相を、児童らがエン

ゲージメントを表出する姿を通じて言語化する

研究を進めることが望まれる。エンゲージメン

トの概念を踏まえ、ポジティブな側面からの学

級経営学研究の進展・確立を通して、見過ごす

ことのできない児童の学習意欲に関する教育課

題に将来的に終止符が打たれることを期待した

い。
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